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第 1章 総則 

１ 計画策定の背景及び目的 

大田原市（以下「本市」という。）は、栃木県北東部に位置し、東は茨城県大子町、西は

矢板市、南はさくら市及び那珂川町、北は那須塩原市及び那須町に接しています。 

面積は 354.36 ㎢で、八溝山系の豊富な森林を有し、西に箒川の清流、中央に蛇尾川のせ

せらぎ、東に関東の四万十川といわれる那珂川の３河川が流れ、恵まれた水を利用した広大

で肥沃な水田が広がり一大穀倉地帯となっています。 

自然豊かな本市においても、平成１０年８月に発生した那須水害や、平成２３年３月１１

日に発生した東日本大震災では、瓦やコンクリートがら等のがれき類を中心に大量の災害廃

棄物が発生し、廃棄物処理や生活基盤の再建に影響を及ぼしました。また、他の地域におい

ても平成２７年９月に発生した関東・東北豪雨や令和元年１０月の東日本台風では、家屋の

全半壊や、床上・床下浸水等、大きな被害が発生しました。近年、全国各地で大規模地震や

集中豪雨により膨大な災害廃棄物が発生しており、本市においても今後同様の事態が想定さ

れます。 

このような災害で発生する災害廃棄物は、種々の廃棄物が混合した処理しにくい性状のも

のが一時に大量に発生すること、人の健康又は生活環境に重大な被害を生じさせるものを含

むおそれがあること、仮置場における火災発生のおそれが大きいこと等の問題があります。 

また、感染症発生等の二次被害を防止する必要があり、生活環境の保全及び公衆衛生上の

支障を防止するため、災害廃棄物の適正かつ円滑・迅速な処理が求められます。 

県においても、大量の災害廃棄物を適切に処理することを目的として「栃木県災害廃棄物

処理計画」を平成３１年３月に策定し、災害廃棄物対策に係る取組みを推進しています。 

以上を踏まえ、本市においても復旧・復興の妨げとなる災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速

に処理することを目的として、「大田原市災害廃棄物処理計画」（以下「本計画」という。）

を策定しました。 

今後は、本計画をもとに災害廃棄物処理に係る関係主体と日々情報を共有し連携するとと

もに、災害廃棄物処理の対応能力の向上を図ります。なお、本計画は関連計画の改訂や災害

の発生状況、国・県の情報等を踏まえ毎年度見直すものとします。 

 

災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号） 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 災害 暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴火、地滑りその他の異常な

自然現象又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する政令で定める原

因により生ずる被害をいう。 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号） 

（非常災害により生じた廃棄物の処理の原則） 

第二条の三 非常災害により生じた廃棄物は、人の健康又は生活環境に重大な被害を生じさせるものを含むおそ

れがあることを踏まえ、生活環境の保全及び公衆衛生上の支障を防止しつつ、その適正な処理を確保すること

を旨として、円滑かつ迅速に処理されなければならない。 

２ 非常災害により生じた廃棄物は、当該廃棄物の発生量が著しく多量であることを踏まえ、その円滑かつ迅速

な処理を確保するとともに、将来にわたって生ずる廃棄物の適正な処理を確保するため、分別、再生利用等に

よりその減量が図られるよう、適切な配慮がなされなければならない。 

（非常災害時における連携及び協力の確保） 

第四条の二 国、地方公共団体、事業者その他の関係者は、第二条の三に定める処理の原則にのっとり、非常災

害時における廃棄物の適正な処理が円滑かつ迅速に行われるよう、適切に役割を分担するとともに、相互に連

携を図りながら協力するよう努めなければならない。 
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２ 計画の位置付け 

本計画の位置付けは、下表に示すとおりです。 

環境省では、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）、災害

対策基本法の一部改正（平成２７年７月１７日公布）及び廃棄物処理法の基本方針への災害

廃棄物対策事項の追加等の制度的な対応を行い、さらに、東日本大震災等の近年発生した災

害で得られた様々な経験や知見を踏まえ、平成３０年３月には平成２６年３月に策定した災

害廃棄物対策指針を改訂する等、地方公共団体における災害対応力強化のための取組みを進

めています。 

本計画は「災害廃棄物対策指針」（平成３０年３月、環境省）に基づき、「栃木県災害廃棄

物処理計画（第２版）」（令和３年７月）、「大田原市地域防災計画」（令和３年２月）、「第２

次大田原市一般廃棄物処理計画（平成２８年３月）等の関連計画と整合性を図りつつ、災害

廃棄物等の処理に関する基本的な考え方や処理方法等を示すものです。 

 
《表１：計画の体系》 
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出典：災害廃棄物対策の基礎（過去の教訓に学ぶ） 

（2016 年３月 31 日環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課災害廃棄物対策チーム） 
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３ 計画の対象 

（１）対象とする災害 

本計画で対象とする災害は、大田原市地域防災計画（以下「市防災計画」という。）で

想定する風水害、震災、火災災害、その他自然災害（自然災害に伴い発生するもの）を

対象とします。 

 
《表２：主な災害の種類と発生状況等》 

災害の種類 発生状況等 備考 

地震災害 
地震動により直接生ずる被害及びこれに伴い発

生する火災。 

・地震動による建物の倒壊、損壊

及び火災 

水害 

内水氾濫 
河川等への排水が追い付かず、市街地が水に浸

かる。 

・台風性の豪雨 

・狭い地域に集中して降る降雨 

・気温上昇や降雨による融雪 
外水氾濫 

多量の雨等による河川の氾濫により、市街地が

水に浸かる。 

土砂災害 

山崩れ 

がけ崩れ 

山の斜面にある岩石などが、大雨等により突然

崩れ落ちる。 

・梅雨前線や台風等に伴う長雨及

び集中豪雨 

・地震動による土砂の流動 

・気温上昇や降雨による融雪 地すべり 

比較的緩やかな斜面において、地中の粘土層等

の滑りやすい面が、大雨等の影響でゆっくり動

き出す。 

土石流 
谷や斜面にたまった土砂や岩石が、大雨による

水と一緒に一気に流れ出して発生する。 

風害 

強い風の影響で、飛来物による被害、建物の損

壊、樹木の倒壊及びフェーン現象による火災延

焼が発生する。 

・竜巻、台風による強風 

・強風による建物の倒壊、損壊及

び火災 

 

（２）対象とする廃棄物 

災害時には、通常の生活ごみである廃棄物とは別に避難所ごみや仮設トイレ等のし尿、

災害廃棄物（片付けごみを含む。）の処理が必要となります。本計画で対象とする廃棄物

の種類、その概念等は表３、避難所から発生するごみや災害廃棄物の種類や特徴等につ

いては表４から表６のとおりです。 

事業系廃棄物は、原則、事業者が処理するものとします。ただし、早急に処理しない

と災害対応に重大な影響を与える場合及び市町村に対する国庫補助（廃棄物処理法第２

２条）の対象となった廃棄物は本計画の対象となります。なお、家畜し尿は、災害時に

おいても事業者が処理するものとします。 

また、火山噴火が発生すると大量の火山灰の発生が懸念されますが、火山灰は廃棄物

処理法における廃棄物に該当しないため、住宅に降った火山灰は、所有者又は管理者が

対応することが原則となります。しかし、火山灰と災害廃棄物が混合状態となり、分離

が難しくなる等、対応が困難な場合においては、国や県と協議して指示及び助言を得る

と同時に、庁内他部局と連携して処理を行います。 

 

廃棄物処理法（国庫補助） 

第二十二条 国は、政令で定めるところにより、市町村に対し、災害その他の事由により特に必要となっ

た廃棄物の処理を行うために要する費用の一部を補助することができる。 

廃棄物処理法施行令（国庫補助） 

第二十五条 法第二十二条の規定による市町村に対する国の補助は、災害その他の事由により特に必要と

なった廃棄物の処理に要する費用の 2分の 1以内の額について行うものとする。 
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《表３：本計画で対象とする廃棄物の種類》 

災害時に発生する廃棄物の種類 概  要 
本計画 

の対象 

一般廃棄物 

し尿 
避難施設等に設置された仮設トイレからのし尿 〇 

通常家庭のし尿  

生活ごみ 

被災した住民の排出する生活ごみ（水害では、浸水した布団

類や家財、家電製品の片付けごみも含む。） 
〇 

通常生活で排出される生活ごみ  

避難所ごみ 避難施設で排出される生活ごみ 〇 

災害廃棄物 

道路啓開※や救助捜索活動に伴い生じる廃棄物 〇 

損壊家屋等から排出される家財道具（片付けごみ） 〇 

損壊家屋等の撤去等で発生する廃棄物 〇 

その他、災害に起因する廃棄物（事業系一般廃棄物で、災害

対応に対する影響が重大なものを含む。） 
〇 

事業系一般廃棄物 

被災した事業場からの廃棄物 〇 

事業活動に伴う廃棄物で、災害対応に対する影響が重大でな

いもの 

 

産業廃棄物  
廃棄物処理法第２条第４項に定める事業活動に伴って生じた

廃棄物 

 

（注）生活ごみ、事業系一般廃棄物の一部、避難所ごみ及びし尿（仮設トイレ等からのくみ取りし尿、災害に伴っ

て便槽に流入した汚水は除く。）は、災害等廃棄物処理事業費補助金の対象外である。 

※道路啓開とは、緊急車両等の通行のため、早急に最低限の瓦礫処理を行い、簡易な段差修正等により救援ルート

を開けること。（国土交通省ＨＰ、道路防災情報、道路啓開計画より引用。） 

 
《表４：被災者や避難者の生活に伴い発生する廃棄物》 

名 称 特徴等 写  真 

し尿 発災後に設置した仮設トイレ等から

のくみ取りし尿が発生する。 

 

 

 

 

 

 

 

生活ごみ 住民の生活に伴い発生するごみで、

被災の程度が小さかった地域からも

普通どおりに発生する。 

 

 

 

 

 

 

 

避難所ごみ 開設した避難所から発生するごみ

で、支援物資の消費により発生する

ため、ダンボールやプラスチック製

の容器包装に係るもの、缶・びん・

ペットボトル、衣類等が多く含まれ

る。その他、生ごみ、医療系廃棄物

等も発生する。 

 

 

出典：「災害廃棄物対策の基礎～過去の教訓に学ぶ～添付資料 災害廃棄物の種類」（平成２７年３月、環境省）  

「災害廃棄物対策フォトチャンネル」（環境省） 

「災害廃棄物対策指針（改訂版）」（平成 30 年３月、環境省） 
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《表５（１）：災害廃棄物の種類》 

名 称 特徴等 写  真 

可燃物／可

燃系混合物 

繊維類、紙、木くず、プラスチック

等が混在した可燃系の廃棄物。 

可燃物の腐敗・発酵が進むと内部の

温度が上昇し火災の恐れがある。 

 

 

 

 

 

木くず 柱・梁・壁材であり、リサイクル先

に搬出するためには、釘・金具等の

除去が必要。 

火災防止措置を検討する必要があ

る。 

 

 

 

 

畳・布団 被災家屋から搬出される畳・布団で

あり、被害を受け、使用できなくな

ったもの。 

破砕機で処理するのに時間を要す

る。 

腐敗が進行すると悪臭を発する。 

 

 

 

不燃物／不

燃系混合物 

分別することができない細かなコン

クリートや木くず、プラスチック、

ガラス、土砂（土砂崩れにより崩壊

した土砂等）、屋根瓦等が混在し、

概ね不燃系の廃棄物。 

 

 

 

 

コンクリー

トがら等 

コンクリート片やコンクリートブロ

ック、アスファルトくず等。 

リサイクル先に搬出するためには、

可燃物・鉄筋類の除去・破砕等が必

要。 

 

 

 

 

金属くず 鉄骨や鉄筋、アルミ材等。スチール

家具等が含まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

（注）上記は選別後の分類であり、災害時には上記のものが混合状態で発生する場合が多い。 

出典：「災害廃棄物対策の基礎～過去の教訓に学ぶ～添付資料 災害廃棄物の種類」（平成２７年３月、環境省） 

「災害廃棄物対策フォトチャンネル」（環境省） 

「災害廃棄物対策指針（改訂版）」（平成 30 年３月、環境省）  
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《表５（２）：災害廃棄物の種類》 

名 称 特徴等 写  真 

廃家電等

（家電４品

目や小型家

電等） 

被災家屋から排出される家電４品目

（テレビ、洗濯機・衣類乾燥機、エ

アコン、冷蔵庫・冷凍庫）や小型家

電等で、災害により被害を受け使用

できなくなったもの。 

 

 

 

 

腐敗性廃棄

物 

被災冷蔵庫等から排出される水産

物、食品、水産加工場や飼肥料工場

等から発生する原料及び製品。 

 

 

 

 

 

 

有害廃棄物

／危険物 

石綿含有廃棄物、ＰＣＢ、感染性廃

棄物、化学物質、フロン類・ＣＣＡ

（クロム銅砒素系木材保存剤使用廃

棄物）・テトラクロロエチレン等の

有害物質、医薬品等、農薬類の有害

廃棄物。太陽光パネルや蓄電池、消

火器、ボンベ類等の危険物等。 

 

 

廃自動車等 自然災害による被害を受け使用でき

なくなった自動車、自動二輪車及び

原動機付自転車。 

 

 

 

 

 

 

 

その他、適

正処理が困

難な廃棄物 

ピアノ、マットレス等の地方公共団

体の施設では処理が困難なもの（レ

ントゲンや非破壊検査用の放射線源

を含む）、漁網、石膏ボード、塩ビ

管、廃船舶（災害により被害を受け

使用できなくなった船舶）等。 

 

 

 

（注）上記は選別後の分類であり、災害時には上記のものが混合状態で発生する場合が多い。  

出典：「災害廃棄物対策の基礎～過去の教訓に学ぶ～添付資料 災害廃棄物の種類」（平成２７年３月、環境省）  

「災害廃棄物対策フォトチャンネル」（環境省）  

「災害廃棄物対策指針（改訂版）」（平成 30 年３月、環境省）  

 
《表６（１）：災害廃棄物の性状》 

種 類 廃棄物の性状 写  真 

地震 片付けごみや損壊した家屋の撤去

（必要に応じて解体）に伴う廃棄物

が主となる。 

比較的性状がきれいな廃棄物が排出

される。 

住民に対する広報や分別指導によっ

て排出をコントロールできれば、比

較的分別された状態で排出される。 
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水害 含水率が高く、土砂分を含む廃棄物

が排出される。 

水分を含んだ畳、動かなくなった家

電、自動車等が排出される。 

住民に対する広報や分別指導によっ

て排出をコントロールできれば、比

較的分別された状態で排出される。 

 

 

出典：「災害廃棄物対策フォトチャンネル」（環境省） 

「震災伝承館」（東北地方整備局ホームページ） 

「つくば市で発生した竜巻による災害廃棄物とその処理」（(独)国立環境研究所） 

「平成 12 年三宅島噴火災害の記録」（平成 20 年 2 月、東京都三宅村）を基に作成 

「糸魚川市駅北大火で発生した災害廃棄物処理に係る現地視察レポート」（国立環境研究所） 

 
《表６（２）：災害廃棄物の性状》 

種 類 廃棄物の性状 写  真 

土砂災害 含水率が高く、土砂分を含む廃棄物

が排出される。 

洪水によりなぎ倒された根が付いた

ままの樹木等が発生する。 

 

 

 

竜巻 さまざまな種類の廃棄物がミンチ状

に混ざった混合廃棄物が多く発生す

る。 

倒木被害等による生木（抜根木も含

む）の割合が多い。 

 

 

 

大雪 倒壊した農業用ハウス・果樹用ハウ

ス等が排出される。 

その他、積雪によって倒壊した建物

からの廃棄物の発生が想定される。

（水分を多く含む可能性がある。） 

 

 

 

 

大規模火災 焼け焦げた廃棄物が排出される。 

泥にまみれた水分の多い廃棄物が排

出される。 

 

 

 

 

 

火山 火山・有害ガスにより腐食した自動

車や家電等が排出される。 

灰にまみれた廃棄物等が排出され

る。 

岩石等により破損したものが排出さ

れる。 

 

 

 

 

 

出典：「災害廃棄物対策フォトチャンネル」（環境省）  

「震災伝承館」（東北地方整備局ホームページ）  

「つくば市で発生した竜巻による災害廃棄物とその処理」（(独)国立環境研究所）  

「平成 12 年三宅島噴火災害の記録」（平成 20 年 2 月、東京都三宅村）を基に作成  

「糸魚川市駅北大火で発生した災害廃棄物処理に係る現地視察レポート」（国立環境研究所）  
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（３）災害の規模と災害廃棄物の発生 

市防災計画における災害のうち、地震（震災対策編 地震被害想定）における最も甚

大な被害を及ぼす可能性が高い地震規模を表７のとおり想定し、それにより受ける被害

を表８のように想定しています。 

また、災害時には通常の生活ごみ及び事業活動に伴い排出される廃棄物の処理に加え

て避難所ごみや仮設トイレ等のし尿、災害廃棄物（片付けごみを含む。）の処理が必要と

なります。 

 
 

 

《表７：地震規模》 

 

出典：大田原市地域防災計画（震災対策編） 
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（ア）地震による想定被害 

《表８：被害の種別と規模》 

被 害 種 別 件  数 

建物被害 全壊 

半壊 

焼失 

１，７１３棟 

６，９１８棟 

５棟 

人的被害 死者 

重傷者 

軽傷者 

１０５人 

１８９人 

１，５０２人 

ライフライン被害 上水道（断水人口） 

下水道（支障人口） 

電力（停電軒数） 

通信（不通回線） 

ＬＰガス（供給停止戸数） 

３１，１９９人 

１２，０１０人 

２，２７５軒 

１，３３８回線 

４，２６６戸 

交通施設被害 道路被害（直轄国道） 

道路被害（一般道） 

鉄道被害（新幹線） 

鉄道被害（在来線） 

１箇所 

８２箇所 

１箇所 

４箇所 

避難者数 避難所（当日・１日後） ３，８１５人 

帰宅困難者数 帰宅困難者 

滞留者 

４，８４７人 

６，３２８人 

出典：市防災計画 地震対策編 第 1章第 3節 

 

（イ）風水害、その他災害による想定被害 

市防災計画では、風水害、その他災害による建物被害等を想定していないため今後の市防

災計画の改訂等における被害想定や風水害等による災害廃棄物の発生状況を踏まえながら考

慮します。 

 
※（参考表）平成１０年８月末豪雨＜那須水害＞の被害状況（水害・台風・竜巻等風害対策編第 1章第２節（３）被

害状況） 

 

住宅半壊１棟、床上浸水９９世帯、床下浸水５８５世帯、道路損壊２９路線、河川決壊１河川、橋梁損壊４箇

所、学校敷地崩落１箇所、田畑流出等３４．４ha、崖崩れ４７箇所 
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第２章 廃棄物の処理 

１ 地震による災害廃棄物の発生量の推計 

災害廃棄物の発生量は、被害情報（建物の被害棟数）と災害廃棄物の発生原単位、種類別

割合を用いて推計しますが、発生量は災害廃棄物の適正かつ円滑・迅速な処理を進めるため

の重要な基礎資料となります。災害の種類や推計時期に応じて推計方法を選択するなど、

日々変わる実績値を踏まえながら推計します。 

廃棄物の発生量推計式は、 《廃棄物の発生量＝被害情報（建物の被害棟数）×発生原単

位×種類別割合》 により求めることとしますが、現時点では、栃木県地震被害想定調査結

果では、大田原市直下型で約 179,000 トンの災害廃棄物が発生すると見込まれているため、

この発生量を基本とし発生種別ごとの発生量は表９となります。 

なお、今後の発生量推計は本市で発生する災害廃棄物の実態や、国等が示す他市町村にお

ける災害廃棄物の実態を参考にしながら、災害廃棄物の発生量を再推計し本計画を適切に見

直すこととします。 

避難所から排出されるごみや仮設トイレ等からのし尿の収集運搬も必要となるため、これ

らの発生量推計は表１０となります。 

 
《表９：災害廃棄物発生量》 

※発生種別の組成割合は、東日本大震災における組成割合で算出 

発 生 種 別 発生量 

柱角材        （179,000 ﾄﾝ×4％） 7,160 ﾄﾝ 

可燃物        （179,000 ﾄﾝ×16％） 28,640 ﾄﾝ 

不燃物        （179,000 ﾄﾝ×30％） 53,700 ﾄﾝ 

コンクリートがら   （179,000 ﾄﾝ×43％） 76,970 ﾄﾝ 

金属くず       （179,000 ﾄﾝ×3％） 5,370 ﾄﾝ 

その他        （179,000 ﾄﾝ×4％） 7,160 ﾄﾝ 

合    計    （100％） 179,000 ﾄﾝ 

 

 
（参考） 

 
出典：災害廃棄物対策指針技術資料 14-2 （平成 31 年 4月改訂）一部抜粋 
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出典：災害廃棄物対策指針技術資料 14-2 （平成 31 年 4月改定）一部抜粋 
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２ 生活ごみ・避難所ごみの処理 

（１）発生量の把握 

災害時の避難所では、非常食の容器等のごみが多く発生し、また、使用済み衣類や携帯

トイレ、簡易トイレ等、平時とは異なるごみが発生します。 

既存の処理施設が被災した場合、避難所ごみを含む生活ごみの処理を近隣の市町や一部

事務組合に要請することになるため、その量を把握する必要があります。 

 

（２）市民への周知及び収集運搬 

生活ごみは、通常と同じく市内ごみステーションに排出されたものを収集運搬すること

としますが、災害の規模、処理施設の被災状況等によっては収集曜日、収集時間等の一時

的な制限も検討します。 

避難所ごみは、平時の生活ごみとは異なり、容器包装プラスチック、衣類、ダンボール

等が大量に発生することが想定され、分別区分や収集頻度を検討します。 

これらの収集運搬は、基本的に市内ごみステーションの回収に併せることが効率的であ

りますが、避難所数や避難者数等の状況によっては市内ごみステーション回収とは区分し、

避難所ごみ回収業務を検討します。 

市民や避難者への周知方法は、自治会長等による回覧物の配布や防災行政無線、ホーム

ページ、よいちメール、各種ＳＮＳ、避難所でのチラシ配布等により周知を行います。 

なお、事業系ごみについては、基本的には排出事業者の責任において、自己搬入又は一

般廃棄物収集運搬許可業者に委託して処理施設へ搬入することとしますが、腐敗した事業

系の食品廃棄物が大量に排出された場合など、公衆衛生上重大な影響が見込まれ、かつ、

真に排出事業者のみで速やかな処理が困難な場合、又は廃棄物処理法第２２条に基づく国

庫補助対象となった事業者の事業場で、災害に伴い発生したもの等については、本市によ

る収集も検討します。 

 

３ 仮設トイレ・し尿等の処理 

（１）発生量の把握 

災害時には、停電や断水、下水道配管の損傷等により水洗トイレが使用できないおそれ

があります。そのような場合には、携帯トイレや簡易トイレ及び仮設トイレ（くみ取り、

マンホール等）の利用が想定されますが、使用される災害用トイレの種類によっては収集

運搬車両の種類や処理方法が異なります。 

既存の処理施設が被災した場合、避難所等で使用された携帯トイレ等の処理やし尿の処

理を近隣の市町等に要請することになるため、避難者数や発生原単位等からし尿の発生量

を推計することとなりますので、特に、避難所の設置・運営を行う関係部局が避難所に設

置するこれら携帯トイレ等のし尿の収集運搬については関係部局と連携して検討します。 

なお、市防災計画における「避難所におけるトイレ対策（風水害編、震災編）」では、

「初動として５０人／基」とし、「後続対応として最終的に２０人／基」としています。 

また、携帯トイレ等の利用時期や種類等は参考として表１１に示します。 

 

（２）し尿等の処理 

避難所等におけるし尿の収集運搬体制は、那須地区広域行政事務組合と連携し既存処理

施設での処理を進めます。那須地区広域行政事務組合の既存処理施設が稼働できない場合

には、近隣の市町や一部事務組合の処理施設での処理の検討や、本市の下水道処理施設で

の処理も検討します。また、携帯トイレ等の汚物の収集運搬は、凝固剤で固めるなどの処

理が必要となるため、避難所設置・運営に際して凝固剤等を併せて確保・設置するよう避

難所設置・運営担当部局に指示します。 
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《表１０：避難所ごみ等の発生量》 

発 生 種 別 発生量 

避難所ごみ＝避難者数×１人１日当たりのごみ排出量（ｇ/人・日） 

（3,815 人×863ｇ/人・日（令和２年度実績値）） 

※出典：災害廃棄物対策指針 技術資料 1-11-1 （環境省 平成 30 年 3月最終改定） 

３ﾄﾝ  

（3,292.345 ㎏） 

仮設トイレ必要数＝避難者数／50 人（P－16、「初動として 50 人/基」で算出する。） 

（3,815 人／50 人） 

※『仮設トイレ必要数＝仮設トイレ必要人数／仮設トイレ設置目安』は、今後検討。

（※避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン（平成 28 年 4 月：内閣府）（P-9

では、トイレ 1個に平均的な使用回数は 1日 5回との目安も示されている。） 

77 基  

（76.3 基） 

し尿の発生量＝し尿収集必要人数×１日１人平均排出量 

      ＝（①仮設トイレ必要人数＋②非水洗化区域し尿収集人口）×③１人１日 

平均排出量    （18,902 人＋4,967 人）×2.43ℓ 

  ①＝避難者数＋断水による仮設トイレ必要人数    （3,815＋15,087） 

    断水による仮設トイレ必要人数＝（水洗化人口－避難者数×（水洗化人口／ 

総人口））×上水道支障率×1/2  

    （68,296－3,815×（68,296／73,535））×0.466（46.6％）×1/2 

    総人口＝水洗化人口＋非水洗化人口    （68,296＋5,239） 

上水道支障率＝上水道断水人口／給水人口×100 として算出 

（31,199／66,883×100） 

②非水洗化区域し尿収集人口＝汲取人口－避難者数×（汲取人口／総人口） 

（5,239‐3,815×（5,239／73,535）） 

③１人１日平均排出量＝２．４３ℓ／人・日※全国平均 

数値引用：令和元年度一般廃棄物実態調査 

：令和元年度大田原市水道事業決算書（給水人口） 

58,002ℓ  

（58,001.67ℓ） 

 

 

 

出典：栃木県災害廃棄物処理計画（第 1版）（平成 31 年 3月）一部抜粋 
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出典：栃木県災害廃棄物処理計画（第 1版）（平成 31 年 3月）一部抜粋 

 

 

 

《表１１（１）》 

  
出典：避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン（平成 28 年 4月 内閣府）一部抜粋 
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《表１１（２）》 

 
出典：避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン（平成 28 年 4月 内閣府）一部抜粋 

 
《表１１（３）》 

 
出典：避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン（平成 28 年 4月 内閣府）一部抜粋 
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《表１１（４）》 

 
出典：避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン（平成 28 年 4月 内閣府）一部抜粋 

 
《表１１（５）》 

 
出典：避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン（平成 28 年 4月 内閣府）一部抜粋 
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《表１１（６）》 

 
出典：避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン（平成 28 年 4月 内閣府）一部抜粋 
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第３章 損壊家屋等の撤去等 

損壊家屋等の解体は、私有財産の処分であるため、原則として所有者の責任により実施され

るものですが、生活環境の保全や災害復旧において支障があり、公費による解体が必要と認め

られる損壊家屋等については、損壊の規模等により国庫補助の対象となることから、必要な情

報を整理し県の助言等を受けながら適切に処理します。 

 

 １ 通行の支障や倒壊の危険がある建物等の撤去 

撤去・処理・処分は原則として所有者が実施します。しかし、生活環境の保全や通行の支

障、災害復旧の支障、現地調査による応急危険度判定の結果、倒壊の危険がある建物につい

ては、所有者の意志を確認して適切な対応を行うものとします。なお、公共施設や企業（事

業所）の建物については、それぞれの所有者（管理者）の責任で実施します。 

 

 ２ 体制の構築 

倒壊家屋の撤去等は、設計・積算・現場管理等の専門知識が必要となることから、建築・

土木庁内部局の協力を求めます。なお、撤去等は事業者に委託し実施します。 

 

 ３ 申請方法・申請窓口 

周知方法は、第２章、２の（２）の周知方法を活用し、申請窓口は、通常の業務窓口やり

災証明の受付場所等の利便性を考慮し設置します。 

 

 ４ 損壊家屋等の解体 

過去の災害では、国が特例の財政措置を講じ半壊以上の建物の解体も国庫補助の対象とな

った他市町村の事例があるため、災害の状況に応じて示される国の方針に基づき進めます。 

撤去等の実施は、所有者の立ち合いを原則とし、貴重品・思い出の品を返却した後に行い

ます。 

石綿の使用情報や危険物の混入状況等について、所有者等から情報を収集し撤去等を行う

事業者等関係者へ周知し、ばく露を防ぎます。なお、大気汚染防止法及び災害時における石

綿飛散防止に係る取扱いマニュアル（改訂版）に基づき、適切に取り扱うよう事業者に指導

を徹底します。 

高圧ボンベ（ＬＰガス等）、フロン類が使用されている機器、太陽光発電設備、大型蓄電

池等についても、損壊家屋等の解体・撤去を行う事業者へ注意を促します。 

 
《表１２：損壊家屋等の撤去等の手順例》 

 
出典：「市町村向け災害廃棄物処理行政事務の手引き」（平成 30 年 3月、環境省東北地方環境 

事務所・関東地方環境事務所）一部抜粋 
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《表１３：建物解体時におけるアスベストに関する注意点》 

木造 結露の防止等の目的で吹付け材を使用している場合があるため、木造建築物において

は、「浴室」、「台所」、「煙突周り」を確認する。 

非飛散性であるが、屋根、天井及び壁の成型版も確認する。 

鉄骨造 耐火被覆の確認を行う。 

書面検査で石綿の不使用が確認されない場合、耐火被覆が施工されていれば鉄骨全面に

施工されている可能性が高いので、棒等を使用して安全に配慮して試料採取・分析確認

を行う。 

鉄骨・鉄筋コ

ンクリート造 

機械室（エレベータ含む）、ボイラー室、空調設備、電気室等は、断熱・吸音の目的で、

石綿含有吹付けの施工の可能性が高いので確認する。 

外壁裏打ち、層間塞ぎ、パイプシャフト、エレベータシャフト、最上階天井裏等も注意

する。 

建築設備 空調機・温水等の配管、煙突等の保温材・ライニング等を可能な範囲で把握する。 

出典：「災害廃棄物対策指針」より作成 

 

 
出典：目で見るアスベスト建材（第 2版）（平成 20 年 3月、国土交通省）一部抜粋 

 

参考：国土交通省ＨＰ アスベスト対策Ｑ＆Ａ一部引用 

Ｑ４ アスベスト含有成形板は、現在も製造等が行われていますか。 

Ａ 現在は日本において、製造、輸入、新規の使用はされていません。 

 アスベスト含有建材（アスベストを０．１重量％を超えて含有するもの）は労働安全衛生法施行令によ

り、２００６（平成１８）年９月から、製造、使用等が全面的に禁止されています。 

 

Ｑ１５ アスベストに関して建築基準法で規制されているのはどのような内容ですか。 

Ａ 平成１８年に建築基準法が改正され、吹付けアスベストとアスベスト含有吹付けロックウール(含有率が

０．１％を超えるもの)が規制対象となり、新たに建築する建築物への使用が禁止になりました。また、平成

１８年以前に建築された建築物においても、増改築等を行う場合は除去等（一定規模以下の場合は封じ込め

又は囲い込みを許容）が必要となります。 

※大気汚染防止法、建築基準法等の一部が改正され平成１８年１０月１日施行された。 
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第４章 仮置場の設置 

１ 必要面積 

既存処理施設での処理を優先しますが、災害廃棄物の発生量によっては仮置場を設置し災

害廃棄物を適切に保管します。保管する場合は、その後の処理に影響が生じないようにする

ため、廃棄物の種類ごとに分別し保管します。 

栃木県地震想定では、大田原市直下型で約 179,000 トンの災害廃棄物が発生すると見込ま

れており、これに見かけ比重を加味し処理期間を３年とした場合、必要な一次仮置場面積は

『約 58,600 ㎡』となります。 

 
《表９再掲》 

発 生 種 別 発生量 

柱角材        （179,000 ﾄﾝ×4％） 7,160 ﾄﾝ 

可燃物        （179,000 ﾄﾝ×16％） 28,640 ﾄﾝ 

不燃物        （179,000 ﾄﾝ×30％） 53,700 ﾄﾝ 

コンクリートがら   （179,000 ﾄﾝ×43％） 76,970 ﾄﾝ 

金属くず       （179,000 ﾄﾝ×3％） 5,370 ﾄﾝ 

その他        （179,000 ﾄﾝ×4％） 7,160 ﾄﾝ 

合    計    （100％） 179,000 ﾄﾝ 

 

《表１４：必要面積》 

必要面積＝集積量／見かけ比重／積み上げ高さ×（１＋作業スペース） 

              集積量＝災害発生量－処理量 

              処理量＝災害廃棄物発生量／処理期間 

見かけ比重：可燃物 0.4ｔ／㎥  ：不燃物 1.1ｔ／㎥ 

積み上げ高さ：5ｍ 

作業スペース：仮置場の必要面積と同程度（0.8～1） 

区 分 可燃物 不燃物 合 計 

災害廃棄物量（ｔ） 35,800 143,200 179,000 

見かけ比重（ｔ／㎥） 0.4 1.1  

積み上げ高さ（ｍ） 5.0 5.0  

必要面積（㎡） 23,867 34,715 58,582 

※処理期間を 3年として算出 

可燃物 （35,800－（35,800÷3））÷0.4÷5×（1＋1）＝23,867 

不燃物 （143,200－（143,200÷3））÷1.1÷5×（1＋1）＝34,715 

 

２ 仮置場の配置及び運営 

仮置場は、災害の種類に関わらず仮置場リストを作成し、発災後の災害廃棄物の発生状況

及び処理施設での処理状況を踏まえて、仮置場リストから一次仮置場を選定し配置します。

また、仮置場リストは対象候補地の土地利用が変わることが考えられるため、本計画ととも

に毎年度見直し追加・削除を行います。 

一次仮置場では、受付、車両誘導、廃棄物の荷下ろし補助、分別指導等を行うため庁内か

ら必要な職員を確保し配置しますが、災害の規模等によっては十分な人員を確保できないお

それがあるため、関係団体等に委託又は支援を要請して人員や必要な資機材を確保します。 



22  

一次仮置場内の配置計画（レイアウト）は表１５を参考にしながら、荷下ろしに時間がか

かる重量があるものなどは入り口から離れた場所に配置するなど状況に応じて変更し、荷下

ろし車両の渋滞を極力抑えることも検討します。 

二次仮置場は、災害廃棄物を処理処分先・再資源化先に搬出するまでの中間処理が一次仮

置場において完結しない場合に、さらに破砕・選別や焼却等の中間処理を行うとともに、処

理後の廃棄物等を一時的に集積し保管するために設置します。 

受付等必要な人員は、庁内から職員を配置しますが、専門性や特殊性が高いため事業者に

委託することを検討します。 

 
《表１５：一次仮置場の配置計画(レイアウト)例》 

 
出典：災害廃棄物対策指針技術資料 技 18-3（仮置場の確保と配置計画にあたっての留意事項）一部抜粋 
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第５章 処理・処分 

１ 廃棄物の処分と再資源化 

災害廃棄物は、種類や性状に応じて破砕・選別や焼却等の中間処理を行い、再生利用、最

終処分を行います。中間処理や最終処分は、可能な限り本市及び那須地区広域行政事務組合

の施設で処理しますが、処理しきれない場合には、県内の他市町の支援による処理及び県内

の事業者による処理を行います。 

処理方法や処理委託については、生活環境に影響が生じないよう適正かつ迅速に処理する

ことを基本とし、再生利用の推進と最終処分量の削減、費用等を総合的に検討し決定します。 

 
《表１６：処理フロー例》 

 
出典：栃木県災害廃棄物処理計画（第 1版）（平成 31 年 3月）一部抜粋 
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《表１７：処理・再資源化例》 

 

 
出典：栃木県災害廃棄物処理計画（第 1版）（平成 31 年 3月）一部抜粋 
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２ 適正処理が困難な廃棄物等への対応 

生活環境や収集運搬作業上の安全及び既存処理施設の処理能力の観点から、適正処理が困

難な廃棄物は他の廃棄物と分けて収集し、専門機関又は専門処理業者へ委託して適正に処理

します。 

 
《表１８：処理困難な廃棄物例》 

 
出典：栃木県災害廃棄物処理計画一部抜粋 

 

３ 貴重品・思い出の品 

廃棄物の分別など処理過程において、廃棄物の中から貴重品が出てきた場合には警察に届

け出し、思い出の品は可能な限り適切に保管し、持ち主に返却するよう努めます。 

 
《表１９：貴重品・思い出の品として扱われる例》 

区 分 事   例 

貴重品 株券、金券、商品券、古銭、貴金属類、財布、通帳、ハンコ等  

思い出の品 
位牌、アルバム、卒業証書、賞状、手帳、成績表、写真、パソコン、HDD、メモリーカード、携

帯電話、ビデオカメラ、デジカメ等  
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４ 施設処理能力 

（１）焼却施設等 

【焼却施設】 
名 称 広域クリーンセンター大田原ごみ焼却施設（那須地区広域行政事務組合） 

所 在 地 大田原市若草 1-1484-2 

供用開始年月 平成 15 年 3月 

処 理 能 力 120ｔ/24ｈ（60ｔ/24ｈ×2炉） 

処 理 方 式 全連続燃焼式 

炉 形 式 ストーカー炉 

発 電 能 力 定格出力 1,400ｋＷ 

処 理 対 象 物 可燃ごみ 

 

【資源化施設】 
名 称 広域クリーンセンター大田原リサイクル施設（那須地区広域行政事務組合） 

所 在 地 大田原市若草 1-1484-2 

供用開始年月 平成 15 年 4月 

処 理 能 力 ・粗大ごみ、不燃ごみ：6.2ｔ/5ｈ 

・缶類       ：5.8ｔ/5ｈ 

・ペットボトル   ：1.6ｔ/5ｈ 

・白色トレイ    ：0.4ｔ/5ｈ 

処 理 対 象 物 粗大ごみ、不燃ごみ、缶類、ペットボトル、白色トレイ 

 

（２）し尿処理施設 
名 称 第２衛生センター（那須地区広域行政事務組合） 

所 在 地 那須塩原市越堀 659-2 

供用開始年月 昭和 56 年 9月 

処 理 能 力 150 ㎘（ｷﾛﾘｯﾄﾙ）/日 

処 理 方 式 標準脱窒素処理、高度処理 

処 理 対 象 物 し尿 

 

（３）最終処分場施設 
名 称 那須グリーンネクサス（那須地区広域行政事務組合） 

所 在 地 那須町大字豊原乙 1-6 の一部（38,000 ㎡） 

供用開始年月 令和 4年 4月 

埋 立 容 量 計画埋立量 約 51,000 ㎥ 

埋 立 面 積 4,480 ㎡ 

埋 立 期 間 埋立完了まで（令和 4年度から令和 19 年度（15 年間）計画） 

水 処 理 方 式 無放流・循環方式 

水 処 理 能 力 計画水処理量 15 ㎥/日 

埋 立 対 象 物 焼却施設から発生する焼却灰、飛灰、不燃残渣、し尿処理施設から発生する焼却灰 

 

（４）資源化施設 
名 称 大田原市緑資源リサイクル施設（大田原市） 

所 在 地 大田原市亀久 932-8 

供用開始年月 平成 21 年 10 月 

処 理 能 力 1.5～5.0 ㎥/ｈ（チップ生産量）※投入材の種類、形状、作業条件により変動 

処 理 方 式 破砕処理 

処 理 対 象 物 剪定枝葉（庭木等） 
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第６章 災害時における廃棄物対応の流れ 

１ 時期と特徴 

災害時において発生する廃棄物（生活ごみ・避難所ごみ・し尿を含む。）に係る対応の時期

と特徴は次に示すとおりです。 

 
《表２０：発災後の時期区分と特徴》 

時期区分 時期区分の特徴 時間の目安 

災 

害 

応 

急 

対 

応 

初動期 人命が優先される時期 

（体制整備、被害状況の確認、必要資機材の確保等を行う） 

発災後数日

間 

応急対応 

（前半） 

避難所生活が本格化する時期 

（主に優先的な処理が必要な災害時の廃棄物を処理する期間） 

～３週間程

度 

応急対応 

（後半） 

人や物の流れが回復する時期 

（災害廃棄物等の本格的な処理に向けた準備を行う時期） 

～３か月程

度 

復旧・復興 避難所生活が終了する時期 

（一般廃棄物処理の通常業務が進み、災害廃棄物等を本格的に処理する期間） 

～３年程度 

出典：災害廃棄物対策指針（改定版）（平成３０年３月 環境省） 

 

 
出典：災害廃棄物処理計画骨子案（令和２年８月 環境省（環境省委託事業：災害廃棄物処理計画策定のためのテ

キスト（令和元年６月 パシフィックコンサルタンツ株式会社）） 
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２ 災害廃棄物処理の基本方針 

災害時においても、できる限り平時に近い状態で廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理し、

公衆衛生と環境保全を確保するため、災害廃棄物処理の基本方針を踏まえ、具体的な取組を

進めていきます。災害が発生した場合は、この基本方針に基づき、その災害の規模や特徴等

を踏まえ、速やかに具体的な処理方針を定めます。 

 
《表２１：災害廃棄物処理の基本方針》 

項  目 方 針 内 容 

１．適正かつ円滑・迅速な処理 

（日常生活の再建） 

市民の生活再建の早期実現を図るため、処理期間を定め時々刻々変化す

る状況に対応しながら、迅速な処理を行うとともに広域での処理が必要

な場合は、近隣市町や県等と協力して周辺や広域での処理を進める。 

２．リサイクルの推進 

（廃棄物の低減） 

徹底した分別・選別により再生利用を推進し、埋立処分量の削減を図

る。再資源化したものは復興資材として有効活用する。 

３．環境に配慮した処理 

（環境負荷の低減） 

災害時における周辺環境に配慮し、適正処理を推進する。 

４．衛生的な処理 

（生活環境配慮） 

生活ごみや避難所ごみ、し尿の処理を最優先とする。災害廃棄物につい

ては、有害性や腐敗性を踏まえ、処理の優先度の高いものから迅速に撤

去及び処理を進める。 

５．安全作業の確保 

（安全配慮） 

住宅地での撤去等の作業や、仮置場での搬出入作業において周辺住民や

処理従事者の安全の確保を徹底する。 

６．経済性に配慮した処理 

（経済性配慮） 

可能な限り費用を抑えた処理方法を選択する。 

７．関係機関・関係団体や市民、事

業者、災害ボランティアとの協

力・連携 

（連携推進） 

早期の復旧・復興を図るため、国、県、他市町村、一部事務組合その他

災害ボランティアや事業者、関連機関・関係団体等と協力・連携して処

理を推進する。 

様々な情報を提供し連携を図り、理解と協力を得て処理を推進する。 

 

３ 生活ごみ・避難所ごみ・し尿 

災害時は、生活ごみ・避難所ごみ・し尿の収集運搬及び処理を優先するため、発災後、

廃棄物処理体制に係る支障を確認し、速やかに生活ごみ・避難所ごみ・し尿の収集運搬及

び処理が実施できる体制を整備します。 

一方、災害の規模や復旧の進捗状況によっては、資源物や不燃ごみ等に係る収集スケジ

ュールを必要に応じて期間変更し、被害が甚大な地区や、災害廃棄物処理が進まない地区

の対応を優先することも検討します。 

 

４ 処理目標期間の設定 

早期の復旧・復興に向け、可能な限り早期に災害廃棄物の処理完了を目指します。腐敗

性の廃棄物は初動期において最優先で処理します。 

木材、金属くず、コンクリートがら、廃家電（特定家電４品目及び小型家電）、廃自動車

の各廃棄物は、排出され次第、早急に処理手続きを行い、仮置場のスペースを確保します。 

処理目標期間は、災害の規模や災害廃棄物の発生量に応じて適切に設定しますが、大規

模災害においても『３年以内の処理完了』を目指します。なお、処理期間について国や県

の指針が示された場合は、その期間との整合性を図り設定します。 

 

５ 発災後における災害廃棄物処理実行計画（マニュアル）の策定 

発災後は、あらかじめ策定した大田原市災害廃棄物処理実行計画（以下「実行計画」と

いう。）に被害状況を踏まえ必要に応じて記録します。実行計画では、関係者と情報を共有

しながら処理の全体像を整理し、処理方針、発生量、処理体制、処理スケジュール、処理
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方法、処理フロー等を具体的に示すとともに、処理業務の発注や補助金事務に係る資料と

して用います。また、処理完了後には災害の実態及び実績を整理します。 

なお、実行計画は災害の実績、処理の進捗等に応じて毎年度見直します。 

 

第７章 組織体制・情報共有 

１ 災害時の組織体制 

災害時は、本計画又は市防災計画に基づき、災害廃棄物処理の組織体制を構築し、指揮系

統を確立します。併せて市防災計画に基づく災害対策本部及び関係部局、那須地区広域行政

事務組合、協定締結事業者等と情報共有し、連携して対応します。 

災害時に発生する廃棄物処理業務の主管課及び庁内等との体制は次のとおりです。 

 
《表２２：災害廃棄物処理の組織体制》 

  ※警察及び消防との連携は、災害対策本部において情報共有等の連携を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 情報収集・連絡体制 

平時には、県や那須地区広域行政事務組合・関係市町の連絡窓口を整理し、必要に応じて

情報の共有を図ります。また、ごみ・し尿収集運搬許可事業者、生活ごみ収集運搬業務委託

事業者との連絡窓口及び方法を整理します。自治会等市民への情報伝達は、自治会長及び保

健委員との連携や防災行政無線及びよいちメール等を活用します。 

災害時には、平時に整理した連絡体制及び手段を用いて災害廃棄物処理に必要な情報を入

手します。 

災害対策本部長 

災害対策副本部長 

災害対策本部事務局 

庁内関係部局 

 

総合政策部 

経営管理部 

保健福祉部 

産業振興部 

建設水道部 

教育部 

災害対策本部・災害警戒本部 

 

 

 

災害状況把握・仮置場調整・人員調整・仮置場受入調整・災害ボラン

ティア受入調整・関係団体支援依頼調整・補助金活用調整等 

市民生活部 

生活環境課（廃棄物対策係） 

連携 

那須地区広域 

行政事務組合 

撤去・解体業者 

社会福祉協議会 

廃棄物処理事業者 

ごみ、し尿収集運搬許可事業者 

那須塩原市・那須町 

 

連携 

連携 

報告・要請 指示 
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《表２３：主に必要な情報と入手時期》 

分 類 必要な情報 時期 入手先 

生活ごみ・

避難所ごみ 

避難所・医療救護所の開設場所、開設数、避難所・

医療救護所ごとの避難者数、道路の被災状況、道路

啓開状況及び復旧の状況 

初動～ 災害対策本部（総合政策部） 

避難所ごみの発生量（推計） 初動～ 保健福祉部 

市民生活部（生活環境課） 

ごみ収集運搬車両の被災状況及び稼働台数 初動～ 市内ごみステーション収集運

搬業務委託事業者 

収集運搬許可事業者 

一般廃棄物処理施設の被災状況、稼働可否及び復旧

状況 

初動～ 那須地区広域行政事務組合 

最終処分場の被災状況、稼働可否及び復旧状況 初動～ 那須地区広域行政事務組合 

し尿 避難所・医療救護所の開設場所、開設数、避難所・

医療救護所ごとの避難者数、道路の被災状況、道路

啓開状況及び復旧の状況 

初動～ 災害対策本部（総合政策部） 

避難所の仮設トイレの設置場所及び設置数の状況 初動～ 保健福祉部 

教育部 

下水道施設の被災状況 初動～ 建設水道部 

し尿処理施設の被災状況、稼働可否及び復旧状況 初動～ 那須地区広域行政事務組合 

し尿収集必要量（推計） 初動～ 市民生活部（生活環境課） 

し尿収集運搬車両の被災状況及び稼働台数 初動～ 那須地区広域行政事務組合 

災害廃棄物 道路の被災状況、道路啓開状況、復旧の状況及び建

物の被災状況（全壊、半壊及び焼失棟数） 

初動～ 災害対策本部（総合政策部） 

一般廃棄物処理施設の被災状況、稼働可否判断及び

復旧状況 

初動～ 那須地区広域行政事務組合 

最終処分場の被災状況、稼働可否判断及び復旧状況 初動～ 那須地区広域行政事務組合 

仮置場（候補地）の被災状況 初動～ 災害対策本部（総合政策部） 

重機、収集運搬車両等の状況 初動～ 災害対策本部（総合政策部） 

建物等の撤去等の状況（撤去数、撤去未済数） 応急～ 災害対策本部（総合政策部） 

災害廃棄物の発生量及び広域処理必要性 応急～ 市民生活部（生活環境課） 

一次仮置場の災害廃棄物の保管状況 応急～ 市民生活部（生活環境課） 

一次仮置場からの災害廃棄物の搬出量及び処理量 応急～ 市民生活部（生活環境課） 

被災申出証明の発行 

り災証明の発行 

復旧～ 総合政策部 

経営管理部 

二次仮置場の情報（設置場所及び面積） 復旧～ 市民生活部（生活環境課） 

二次仮置場の災害廃棄物の保管状況（逼迫状況） 復旧～ 市民生活部（生活環境課） 

二次仮置場からの災害廃棄物の搬出量及び処理量 復旧～ 市民生活部（生活環境課） 

 

第８章 関係機関との連携 

１ 県内連携 

災害廃棄物処理のための人員や資機材の不足等、本市単独で対応しきれない場合は、災害

支援協定等に基づき、県や県内市町・那須地区広域行政事務組合を含めた県内一部事務組合

に支援を求め連携して対応します。 

 

２ 事業者との連携 

大量の災害廃棄物が発生した場合は、那須地区広域行政事務組合の処理施設で処理しきれ

ない事態や、災害廃棄物処理のための人員や資機材が不足する事態が想定されます。 
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そのような場合には、（公社）栃木県産業資源循環協会等の関係団体へ支援の要請や県を

通じて関係団体への支援の調整等を依頼しながら、災害廃棄物処理を実施します。 

 

３ 社会福祉協議会との連携 

被災家屋等から排出する片付けごみ、搬出された片付けごみを運搬する作業は、災害ボラ

ンティアの協力が必要であり、災害ボランティアに対して作業上の注意事項や、災害廃棄物

の分別、仮置場の情報を的確に伝えることが重要です。そのため、社会福祉協議会が設置し

た災害ボランティアセンターに情報提供を行うなど周知を図ります。 

 

４ 国・専門機関による支援 

災害廃棄物処理支援ネットワーク（Ｄ.Ｗaste‐Net）は、環境省・地方環境事務所を中心

とし、国立環境研究所その他専門機関・関係団体から構成され、災害廃棄物処理の支援体制

として設置されています。必要に応じてＤ.Ｗaste‐Net へ人材・資機材の支援を要請し、

災害廃棄物の適正かつ効率的な処理を進めます。 

 

第９章 各種協定 

発災後は、県や本市等が締結している各種協定を活用して、関係主体と連携を図りながら、

廃棄物処理を進めるために必要となる人員や資機材等の支援要請を検討し、適正かつ円滑・迅

速に災害時の廃棄物処理を進めます。 

 
《表２４：災害時の廃棄物対策を中心とした協定》 

協 定 名 締結先等 備 考 

栃木県災害廃棄物等の処理応援に関する協定書 （一社）栃木県環境美化協会 栃木県資源循環推進課 

〃 栃木県環境整備事業協同組合 〃 

〃 （公社）栃木県産業資源循環協会 〃 

栃木県災害廃棄物等の処理における市町村等相

互応援に関する協定 

県内市町及び一部事務組合 〃 

大規模災害等発生時の防疫活動に関する協定書 栃木県ペストコントロール協会 〃 

一般廃棄物処理に係る相互支援協定 芳賀地区広域行政事務組合 

南那須地区広域行政事務組合 

塩谷広域行政組合 

那須地区広域行政事務

組合 

 

《表２５：自治体間等における災害時の応援協定》 

協 定 名 締結先等 備 考 

五街道どまん中防災協力宣言 那須塩原市 ほか４市 市危機管理課 

災害時等における相互応援に関する協定 東京都江東区 市危機管理課 

地域防災における応急対策の協力に関する協定 大田原市建設業協同組合 市危機管理課 

災害応急対策活動の相互応援に関する協定（義

士親善友好都市間における災害応急対策活動の

相互応援に関する協定） 

茨城県笠間市 ほか２２市区 市危機管理課 

廃棄物と環境を考える協議会加盟団体災害時相

互応援協定 

茨城県北茨城市 ほか６５市町村 市危機管理課 

災害時における相互応援に関する協定 埼玉県蕨市 市危機管理課 

八溝山周辺地域定住自立圏災害時における相互

応援に関する協定 

那須塩原市 ほか６町 市危機管理課 

災害時における相互応援に関する協定 宮崎県椎葉村 市危機管理課 

災害時における相互応援に関する協定 千葉県成田市 市危機管理課 

災害時における相互応援に関する協定 北海道広尾郡大樹町 市危機管理課 

災害時における相互応援に関する協定 岩手県久慈市 市危機管理課 

災害時における相互応援に関する協定 福島県白河市 市危機管理課 
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